






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ついては，キャンベルの議論を参照のこと。John Creighton Campbell, How Policies 
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⒃　John W. Kingdon, Agenda, Alternatives, and Public Policies, (Scott, Foresman and 
Company, 1984).
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の政策アイデアがピックアップされ，最後に，そのような政策アイデアを採
用する理由となり得るような問題が後付けの説明として取り上げられるとい
うことも起こりえる。1990年代から2000年代初めにかけての国立大学政策に
生じた政策変化は，まさにそのようなものであった。
　すなわち，1990年代になると，政治の領域においては，冷戦の終焉が国内
にも波及して55年体制を急速に過去のものとしていく。それはまず社会党を
中心とする革新陣営の凋落となって表れた。上述のように，55年体制におい
て，自社両党は利益政治の面では相互に意外と近い立ち位置にあったが，他
面で安全保障政策や社会経済体制の基本的な性格についてはほとんど正反対
の方向を向いており，長く対立を続けてきた。そして，その対立は東西両陣
営の対立と結びついていたのであるが，冷戦が終わり，ソ連が崩壊すると，
そうした対立軸の意味がなくなると同時に，基本的にはソ連側に立っていた
社会党の存在理由を奪うことになったのである。
　しかし，そのことは，自民党の一党優位体制を盤石のものにするというこ
とを意味しはしなかった。冷戦の終焉は，イデオロギー対立の一方の極に立っ
て体制を守護するという自民党の存在理由を奪うものであった。しかも，冷
戦の終焉後加速したグローバリゼーションは，一国資本主義の枠内で微調整
を行いながら利益政治の要請を満たしていくという，旧来型の手法への批判
も強めていった。そうした批判が新自由主義によって正統性を与えられ，そ
の立場に立つ政治勢力を急速に台頭させたことは改めていうまでもない。
　もちろん，新自由主義そのものは冷戦の終焉から生じたものではなく，日
本では中曽根政権期に早くもその主張に沿った政策展開が行われていた。そ
して，90年代に入ると，本来旧来型の利益政治系に属する政治家たちが自ら
の主導権をかけてこのイデオロギーを利用することによって，それまでの政
策過程を攻撃するようになる。政治の領域において新しいエネルギーが生ま
れて政策領域にスピルオーバーするようになったのである。こうなると，そ
れまでの行政アリーナ中心型政策システムは一挙に守勢に立たされ，政策に
急速かつ大きな変化が生じやすくなる。国立大学問題に大きな変化が生じた
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のは，まさにこのような時代であった。
　このとき，新自由主義的な言説を利用して行政改革を打ち出すことは，政
党間，そして政党内における権力闘争を勝ち抜く上で非常に有用なツールで
あった。少し後のことになるが，小泉政権において，新自由主義的諸政策に
反対する者に抵抗勢力というレッテルを貼ることがきわめて効果的であった
のは，このような事情による。橋本政権から小渕政権にかけても，行政改革
という錦の御旗のもと，省庁再編や公務員定数の削減が比較的短期間に行わ
れた。その際，先進各国と比べて公務員数が果たして本当に多いのかどうか
といった「客観的な」議論は全く顧みられなくなっていた。政策議論におい
て，現行の公務員数自体が問題であるとされ，そのような議論が世論やマス
メディアを含めて，多方面に受け入れられていったということが重要である。
　ただ，国立大学の改革を公務員定数削減問題の枠組みのなかで処理するこ
とにはやはり無理があった。そこで持ち出された政策アイデアが，「国立大学
の法人化」だったのである。法人化というアイデアは，これまでみてきたよ
うに，GHQ 主導で行われた占領期の大学改革のなかで，事実上その導入が試
みられたものである。その構想はアメリカの州立大学に範をとったものだっ
たが，日本側にはその意味するところを理解するだけの土壌は用意されてい
なかった。この段階では法人化はいわば隠れた争点のままに終わり，やがて
政策過程の表舞台からは姿を消していったようにみえる。
　しかし，法人化案はその後永井道雄による大学公社化案として一時政策論
壇で注目を集める。永井はアメリカへの留学経験もあり，アメリカの大学事
情に通じていた。彼は，そのアメリカ理解を日本の実情に合うような形に翻
案し，国立大学の管理運営形態に抜本的な改革を行うよう，主張したのであ
る。永井の大学公社化案そのものは現実の政策過程に直ちに影響を与えはし
なかったが，当時影響力の大きかった論壇誌にその論文が掲載されたことで，
そこにある国立大学法人化というメッセージは文教分野における政策コミュ
ニティを始め，各方面で共有されるようになったといってよい。中央教育審
議会四六答申における法人化案提起の背景には，こうしたアイデアの持続性
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があった。そして，四六答申はそれに政策レパートリーとして公式の地位を
与えたのである。こうして，政治的なエネルギーがそれを現実の政策課題と
して表舞台に押しだし，政策変化の理由を付け加えるとき，国立大学の法人
化はいつでも実現される状況にあったとみることができる。そして，約20年
後，そのようなカプリングが突然生じて，国立大学は法人化されたのである。
（完）
＜付記＞この論文は，平成22年度より交付されている科学研究費補助金（課題番号
22530126）にもとづいた研究の成果である。
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